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今回紹介する研究 
Esteban Aucejo, Jonathan James. “The path to college education: The role of math and verbal 
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どの教科を優先するのか? 
 
知り合いの T さんから聞いた話では、算数／数学ができるようになると、入試で合格で

きる学校の偏差値はぐっと高まるという。他教科よりも出題数が少なく部分点もないので、
取りこぼしが大きくなる算数や数学では大きな点差がつく。だから、数学の理解を優先させ
ると、難関校が合格圏に入ってくる。本当だろうか？ 
個人レヴェルだけではなく、社会全体でも数学力を高めることが望ましいと議論された

時期がある。2000 年代のアメリカでは数学優先政策を主張する運動があった。研究でも数
学力の高い学生は賃金も高くなるという結果が示されていた（Levine and Zimmerman 
1995; Rose and Betts 2004; Joensen and Nielsen 2009）。 
では、大学の理系学部を志望しない小中学生も、算数／数学を優先して勉強すべきなのだ

ろうか。もしも、大学卒業までに習得する学習内容ではなく大学「進学」が目的の場合、算
数／数学を優先する根拠は薄いかもしれない。この直感通り、オウセホとジェイムズは、イ
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ギリスでは、大学進学率を高める効果は数学力（高校 1 年生時点）より国語力（同）の方が
2－3 倍大きいことを示している。 
 
データ 
 
著者たちは、イギリスの生徒データを使い、数学力と国語（英語）力がどのように発達す

るのか、数学力と国語力が大学進学や卒業にどのように影響するのかを計測した。この高等
教育統計庁データは、2006－07 年に KS4（15－16歳、高校 1年相当）を修了した公立学校
生徒約 50 万人のもので、KS1（5－6 歳）以降の全教科試験点数、全教科成績、大学卒業ま
での修学履歴、居住地などを含む包括的な内容である。私立学校生徒（全体の 6.5％）は含
まれない。 
イギリス政府がこうした膨大な行政データを研究用に提供していることにより、著者た

ちは生徒の学力がどのように発達するのか発見している。日本政府はこうしたデータを研
究用に提供していないどころか、行政府として収集すらしていないので、日本の生徒の数学
力と国語（日本語）力がどのように発達するのか、われわれは知ることができない。このた
め、学力発達の状況を示す著者たちの知見は日本人にとっても貴重である。 
 
学力とは 
 
国語力（verbal skill）や数学力（math skill）とは英語と数学の学力を指す。ここでいう学

力は試験の点数ではなく、その背景にある教科理解度である。学力はデータとして直接観察
できるものではないが、過去の学力、学校教育、家庭環境によって作られ（この関係を「学
力生産関数 skill production function」という）、関連する教育指標（各教科の試験点数、成
績、教科選択、進学状況など）に影響を与える、と著者たちは想定している。 
推計方法と結果の概要を描いたのが図である。詳しい推計方法に関心のある読者は文末

の参考を読んでほしい。この論文は、「各教科学力の大きさ」（ピンク色ボックス）と「学力
とその他要素間の影響の強さ」（矢印）を推計している。各期（KS1－KS4）の学力は、前期
学力に加えて、同期の家庭環境と学校教育の質に影響され、学力は同期の教育指標に影響す
るという関係にある。学校教育の質は学力と教育指標すべてに影響するので矢印は割愛し
た。簡単化のために図に含めていないが、推計では居住地域の治安とインフラも学力に影響
するか配慮している。 
推計結果からは、数学力も国語力も次期の自教科の学力に影響する一方、次期の他教科に

影響するのは国語力だけということが判明した。言い換えると、数学力は次期の国語力に影
響しない。これに応じて、数学力からは来期の数学力にしか矢印が描かれていない。つまり、
国語力は次期学力の源泉として汎用性がある。ただし、国語力が次期数学力を高める程度は、
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数学力が次期数学力に影響する大きさの 10％以下であり、国語力が高まれば数学力もどん
どん高まるというわけではない。学校教育の質の影響も無視できない大きさで、学校評価が
「合格」から「良い」に上がると、KS2（7－11 歳）では数学力が男女ともに 24％程度、KS4
（15－16 歳）では数学力が男女ともに 15％程度高まることが示されている。国語力も高ま
るが割愛する。 
学力の男女別平均値を計算すると、数学力は男子が女子を上回る期が多いものの 1％－

2％程度の僅差に留まる。国語力は女子が最年少の KS1で男子を 5％程度上回り、KS4にな
ると 7％近く上回っている。学力は前期の自教科学力に影響されるためにグループ間で差が
できるとその差が拡大しがちであるが、国語力にその傾向が見出された。 
 
大学進学への学力の効果 
 

KS4 での学力が大学進学に与える影響を推計すると、ほぼ全員で国語力が数学力の 2－3
倍近い大きさであった。傾向が異なるのは、国語力と数学力の影響が同程度だった男子成績
上位 20％グループだけであった。つまり、大部分の生徒（男子下位 80％と女子全員）では、
国語力を 1 単位増やす方が数学力を 1単位増やすよりも大学進学率が高まった。 
この結果は、男子上位 20％グループ以外で STEM（理系教科）学部の進学率が低いこと

と関係しているように思える 1。成績下位 80％グループは、男女ともに STEM 学部進学率
が低い。また、女子成績上位 20％グループでも男子に比べて STEM回避傾向がある。これ
ら大部分のグループでは STEM 学部進学者が少ないために、国語力が進学に強く影響する
結果となったのだろう 2。 
男女の違いについては、多くの先進国では大学進学率は男子よりも女子が高いというジ

ェンダー格差がある。イギリスも同様で、女子の国語力の高さがこの格差に貢献している。
推計結果からは、男子の国語力を女子並みに引き上げると、大学進学率のジェンダー格差は
なくなることが示されている。 
 
国語力を優先すべきか 
 
著者たちは、数学優先志向の学力強化政策の幅を広げて国語力も含めるべきだ、学校教育

の質を高めるべきだ、と述べている。政策目的が大学進学率引き上げならば、推計結果から
導かれる論理的な提言である。日本でも学校教育の質を高める必要性は論を待たない。では、
日本でも国語力を強化すべきだろうか。 
推計結果を日本に適用する際には、イギリスと日本の違い（推計結果の外的妥当性）を考

える必要がある。最初に確認すべきは大学教育の量、つまり、進学率である。日本が 64％
（2018 年）、イギリスが 66％（2019 年）でほぼ同じである。よって、大学進学率をさらに
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高めるという政策目的自体は、両国において同じように求められていると考えられる。次に、
大学教育の質である。日本では少子化によって大学進学が容易になり、大卒者の人的資本量
の低下が懸念されている。人口増加率は日本が－0.3％（2020 年）、イギリスが 0.6％（2020
年）なので、外国人の入学も考慮すると大学進学の競争はイギリスでは緩まない。このため、
大学進学者の学力が低くなる懸念は日本ほど強くない。これらから考えると、日本でも仮に
国語力が大学進学への効果が大きいとしても、合格ラインが下がり続けて意義が減ってい
く大学進学のために国語力を優先して高めることは無駄となる。むしろ、大学進学とは無関
係に、教科を限定せずに学力を高める方が資源の使い方として効率的である。 
改めてイギリスも国語力を高めるべきであろうか。推計結果からは、下位 80％グループ

では国語力の大学進学効果が高いことが分かっている。しかし、通常の経済学では、就学の
目的は卒業ではなく、就学後の所得の上昇である。イギリスのデータには賃金情報が無いた
め、著者たちはアメリカで賃金を含む近似したデータ（NLSY95）を使って試験点数と賃金
の関係を推計している 3。イギリスの結果と似て、数学の点数よりも国語の点数が大学進学
には強く関係していることが確認された。しかし、年間所得に対しては数学の方が 3.2％大
きな値で、この値をもとに収益率を考えると国語の点数は数学の点数に劣後している。この
ように、経済的利益を増やすには数学力よりも国語力の引き上げが効果的だ、というエビデ
ンスを著者たちは示していない 4。就学の目的が大学進学に留まらない場合、（大学進学に
は効果的だが）収益率の劣る国語力を優先するには、数学力との収益率格差を上回る社会経
済的利益が大学進学にある、というエビデンスを待つべきだろう。 
 
途上国も国語力を優先すべきか 
 
著者たちの知見には途上国が参考にできる部分と参考にできない部分があるだろう 5。 
途上国も国語力優先かと問われたら、それ以前の問題を先決しなければならないので、非

現実的な問いと言わざるを得ない。学力よりも所得の制約に直面して大学進学を断念する場
合が多いだけでなく、高校段階までに質の高い教育が希少である。このため、高校まで教育
需要量を支えるために家計に補助金を提供しつつ、学校教育供給の質を高めて学力を伸ばせ
る準備を要する。さらに、大学の定員を増やして大学教育供給量も確保しなければならない。 
こうした課題にある程度目星がついてから、学力と大学進学について考える余地が出て

くる。数学力の大学進学効果が相対的に小さいという結果は学校制度に依存する。たとえば、
インドではインド工科大学（IIT）などの STEM 学部が全大学のトップ校として認識されて
おり、中学や高校でも数学の成績が重視され、国語であるヒンディー語や各公用語は英語以
上に学校や保護者に重要視されない。このように、国語の位置づけが確固としていないこと
も手伝って、大学進学のための国語力優先というアイディアは当てはまりにくい。 
国語力の検討が適切でない場合でも、途上国のカリキュラムでどの教科学力が大学進学
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や所得に影響するかを考えることはできる。この論文と同じ程度の研究をするためには、行
政府が生徒の学歴データを構築し、進学先や成人時所得とリンクさせる必要がある。学校を
つなぐネットワークの構築などインフラ整備も不可欠である。その手前の日本程度の学力
把握段階としても、全国統一の学力試験を頻繁に実施する必要があるかもしれない。カリキ
ュラムと学力発達の関係を把握して教育政策に反映させるまで、初等教育以降、多くの投資
と制度作りが必要である。■ 
 
参考――推計方法 
学力の収益率を検討する今までの研究では、成人時賃金を英語の成績、数学の成績、就学

年数、職歴年数などの共変数に回帰するミンサー方程式のような推計式が主だった。 
賃金＝b0＋b1＊数学の成績＋b2＊英語の成績＋b3＊就学年数＋b4＊職歴年数＋u. 

ここで b1 は数学の成績の収益率、b2 は英語の成績の収益率、b3 は就学年数の収益率、b4
は職歴年数の効果、u は誤差項である。幾つかの研究で、b2（英語）よりも b1（数学）の推
計値が大きかったため、数学優先志向が議論されるようになった。 
しかし、複数の共変数に同程度の測定誤差があり、それら共変数の相関が強まるにつれて

最小自乗法（OLS）で測定される効果は同じ（b1＝b2）に近づくことが証明されている
（Maddala 1992, 11.9式を参照）。成績とは真の学力に測定誤差が加わったものなので、上
式の方法では学力の真の効果は分からずじまいであった。しかも、英語の成績に大学卒業ま
で効果がある場合、上式のように就学年数を共変数に含めて推計すると、b2 は英語の成績
が賃金に与える効果のうち b3（就学年数の効果）では説明できない部分を計測することに
なる。本論文の推計結果のように、英語は主に大学卒業までの効果が大きく、数学は大学卒
業とは別の効果が目立つとき、就学年数を加えて上式を推計すると b1 はあまり変化せず、
b2 は小さくなる。大学卒業以外の効果は数学（b1）よりも英語（b2）の方が小さくても、
大学卒業に効果のある英語を軽視してよいわけではない。著者たちはこうした注意も喚起
している。 
著者たちは学力を観察不可能な変数（因子 factorという）と仮定し、各期の因子が各期の

教育指標に影響し、さらに、因子に影響するのは前期の因子、当期の学校教育の質、各期の
家庭環境という学力生産関数を推計した。因子や誤差項を正規分布やロジスティック分布
に従うと仮定し、最尤法でパラメタを推計している。その際に、因子と教育指標に関わるパ
ラメタ、生産関数に関わるパラメタを巧みに分離し、両者を第 1 段階と第 2 段階の 2 段階
に分けて尤度関数を最大化するアルゴリズムを用いている。 
因子は生徒ごとに違うため、50 万人に関わる因子そのものを推計することはできない。

その代わり、因子の分布を推計している。つまり、因子分布を決めるパラメタが生徒の特徴
に応じて変わるように特定化した。そして、第 1 段階では、50 万人分の因子を繰り返し無
作為抽出しながら因子と教育指標部分の尤度関数を最大化し、第 2 段階では、第 1 段階で
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確定した因子分布から無作為抽出した因子を所与としながら生産関数部分の尤度関数を最
大化した。推計した因子が教育指標などと合致しない場合には、因子の教育指標への効果
（factor loading）推計値の誤差が大きくなるため、推計値の精度が客観的に判断できる。さ
らに、因子間の相関も自動的に推計される。ミンサー方程式では、共変数相関と測定誤差の
ために b1＝b2 に近づいても気づけなかったが、因子モデルはこの弱点が改善されている。
この 2 段階推計も著者たちの貢献の 1つである。 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意

見を示すものではありません。 
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注 
1 著者たちは生徒の半数近くが STEM の成績も大学進学に考慮されるグループだったと確
認しており、大学が国語力の役立つ学部を多く提供しているから国語力が効果的だったと
いうことではない、と書いている。しかし、STEM の成績が考慮されるといっても、たとえ
ば経済学部で初歩的な数学が問われる程度であり、数学そのものの学力が国語と同じ程度
問われるわけではない。文系学部は明らかに数学力のウェイトは低く、STEM よりも文系
学部は生徒数が多いことが、国語力の効果が高いという推計結果になった可能性がある。 
2 というのも、女子の STEM 学部への進学には数学力が影響しており、女子の STEM学部
の卒業では数学力の影響を男子よりも強く受けている（STEM 学部進学には男女ともに国
語力が影響を持たず、STEM 学部進学者では数学力が卒業に与える効果は男子よりも女子
が大きく、国語力が卒業に与える効果は男子よりも女子の方が小さい）。STEM 進学と卒業
の女子には数学力の影響が強くても、その数が男子よりも少ないために、STEM 以外を含
む全学部への進学では、数学力の影響が目立たなくなっていると考えられる。 
3 推計した学力ではなく測定誤差を含む試験点数を使うのは論文の趣旨に反するが、イギリ
スのデータよりも標本サイズが小さいため学力を推計する余地がない。 
4 試験点数は知的能力と相関しているため、賃金を説明する OLS 推計値は過大評価になる。
よって、推計値の大小関係を議論するのは生産的ではないと考えて考察していないのかも
しれない。 
5 学力発達で国語力は次期国語力と次期数学力、数学力は次期数学力のみ影響するのは、言
語や学校制度を超えた一般性を持つ可能性がある。たとえば、言語による論理理解は数学力
に貢献する一方で、空間把握や解析概念の理解が国語力を高めるとは考えにくい。 
 
 
 

図 

 
（出所）筆者作成。 

（注）KS1＝5－6 歳、KS2＝7－11 歳、KS3＝12－14 歳、KS4＝15－16 歳。 
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